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（１） これまでの歩み 

 

 本区では、情報通信技術を活用した行政サービスの利便性向上を図ることを目的として、「中央

区 IT 推進計画」（平成１４年度から平成１６年度まで）を策定し、「電子区役所の構築」を目指し

た取組を開始し、庁内ネットワーク環境の構築（職員 1 名に１台の PC 配備を検討）、公共施設予

約システムの導入、「中央区情報セキュリティポリシー」の策定などの取組を進めた。 

その後、第１期中央区情報化基本方針（平成１７年度から平成１９年度まで）に引き継がれ、第

２期中央区情報化基本方針（平成２０年度から平成２２年度まで）の期間終了までに、電子申請・

届出や戸籍に係るシステムの導入、住民情報や財務会計に係るシステムの更新など、区政の根幹に

関わるシステムの整備を進めた。そのほか、ホームページのリニューアルなどの実施項目を概ね達

成した。また、学校間ネットワークの構築、「中央区行政手続等における情報通信の技術の利用に関

する条例」及び「同施行規則」の策定なども併せて行った。 

 第３期中央区情報化基本方針（平成２３年度から平成２５年度まで）においては、「中央区情報

処理システム化検討委員会」の下に「情報化推進検討部会」を設置し、各部署における課題を抽出

し対応策を検討する場を設けた。これにより、発展著しい ICT を現場への課題対応に活かしていく

よう推進する体制を整えた。 

 第４期中央区情報化基本方針（平成２６年度から平成２８年度まで）においては、住民情報シス

テムの更新、マイナンバー制度の開始に伴うシステム改修対応、庁内 LAN 環境の再構築、全庁的

な情報化推進体制の強化に取り組んだ。 

 第５期中央区情報化基本方針（平成２９年度から令和元年度まで）においては、マイナンバー制

度対応（情報連携等）、オープンデータの公開、新公会計制度に対応した財務会計システムの導入及

びそれを使用した行政評価・財務情報の開示、基幹系システム（住民記録・税）の更新を行った。

また、情報セキュリティ強化のため、国が要請する強固なセキュリティレベルに対応するとともに、

区独自に庁内ネットワークシステムのデスクトップ仮想化及び中央区 CSIRT の設置を行った。 

 第６期中央区情報化基本方針（令和２年度から）においては、庁内の情報化推進体制の見直し及

び強化を視野に入れつつ、基本部分及び取組事項の更新を行った。 

  

１ 改定にあたって 
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（２） 改定趣旨 

  

近年 ICT が急速に発展し、携帯情報端末の高機能化やキャッシュレス決済の普及等の影響によ

り、生活のあり方が大きく変化を遂げている。そのような状況に対応すべく、国及び各地方自治体

は、さらなる情報化に向けて、法令の整備、計画の策定、新たな ICT 施策の検討・充実等に取り組

んでいる。一方で、本区においては、既存の主要システムの運用・更新及び国・東京都の要請に係

る事業に取り組んでいるものの、最新の情報システム環境及びさらなる区民利便性の向上を意識し

た ICT 施策には十分に取り組めていない現状がある。また、本区は人口増加及びそれに伴う業務量

の増加が著しく、これまで以上に効率的な区政運営に取り組むことが求められており、より一層の

ICT活用が必要不可欠となっている。 

 このような状況を踏まえ、本区においては、①最新の情報環境を活用し、区民の利便性向上を目

指した ICT 施策の実施、②業務フロー・業務量の見直し及び ICT 活用等による業務改善施策の実

施、③庁内情報化の推進を企画・調整する体制の強化の３点が急務となっており、また、それぞれ

の取組を強力に推進していくためのロードマップ及びアクションプランも併せて必要であるため、

これらを盛り込み本方針の改定を行うに至った。 

なお、検討に当たっては、区民へのWebアンケートによる ICT施策へのニーズの把握を図った。

また、庁内全係に対して ICT施策及び業務改善策に関するアンケート調査を行い、その結果を踏ま

えてヒアリングを実施し、本方針改定の検討を進めるための基礎資料を作成するとともに、これと

並行して、希望があった係に対する業務分析・改善提案を実施し、その内容を本方針に盛り込んだ。

さらに、国・東京都の ICT 推進に係る動向を踏まえ、整合を図った。 

 

 

（３） 本方針の位置づけ 

 

本方針は、「中央区基本構想」（平成 29 年 6 月策定）及び「中央区基本計画 2018」（平成 30

年 3 月策定）を上位計画とし、本区における情報化を進めるための指針として策定したものであ

る。また、本方針は、「官民データ活用推進基本法」第９条第３項に基づく「市町村官民データ活用

推進計画」の趣旨を盛り込んだものである。 

なお、本方針に係る取組は、国、東京都及び本区における他の個別計画や取組等と整合を図りな

がら実施するものとする。 
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本方針の位置づけ 

 

（４） 対象とする期間 

 

本方針が対象とする期間は、令和３年度から令和５年度までの３年間とする。 

なお、本方針の内容については、急速な情報関連技術の進展等を踏まえ、必要に応じて修正を図

りながら進めるものとする。 

 

本方針の対象期間 
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（１） 本区の現状 

 本区の人口は、平成９年度には 71,806 人と過去最低を記録したが、住環境の整備をはじめと

する定住人口回復策により増加に転じ、平成 18年度には目標としてきた定住人口 10万人を達成

し、令和２年度には 17万人を越えた。今後も大規模な住宅開発・整備事業が計画されており、さ

らなる人口増加が見込まれる。令和６（2024）年度中には 20 万人、令和 11（2029）年度中

には 22 万人を超えると推計される。 

 

年齢３区分別人口の推移と推計 

 
資料出所：中央区「住民基本台帳」（各年４月 1 日時点） 

※令和３年以降は推計値 
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区民からのニーズの把握に当たっては、民間の調査会社を活用し、本区の区民を対象とした Web

アンケートの調査「ICT を用いた行政サービスのニーズに関するアンケート調査（2020 年 11

月）」（回答者数：311人）を実施した。 

 

（回答者の属性） 

回答者の年齢 

 
資料出所：株式会社情報通信総合研究所                     

「ICT を用いた行政サービスのニーズに関するアンケート調査（2020年 11 月）」 

 

回答者の職業 

 
資料出所：株式会社情報通信総合研究所                     

「ICT を用いた行政サービスのニーズに関するアンケート調査（2020年 11 月）」 
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次の資料は、区民に本区において「あると便利だと思う行政サービス」を回答してもらい、それ

を集計したものである。特に「キャッシュレス決済の導入」「行政手続のオンライン化」についての

ニーズが高いことがわかる。 

 

 
資料出所：株式会社情報通信総合研究所                    

「ICTを用いた行政サービスのニーズに関するアンケート調査（2020年11月）」 

 

 また、「行政手続において不便だと感じること」の回答結果からは、先に述べた「キャッシュレ

ス決済の導入」「行政手続のオンライン化」のほか、「ペーパーレス化の推進」「情報発信の強化」な

どの取組へのニーズも考えられる。 

 

 

資料出所：株式会社情報通信総合研究所                    

「ICTを用いた行政サービスのニーズに関するアンケート調査（2020年11月）」 
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 このほか、情報発信の取組に係る質問については、約 4 割の回答者が、「本区のホームページで

知りたい情報が探しにくかった」と回答するなどの結果が得られた。 

 

 また、令和 2 年度に庁内すべての部署を対象に実施した「中央区情報化基本方針の改定に向けた

アンケ―ト」は、以下のような結果となった。 

 

 ●「データ入力」「文書作成」といったいわゆる〈定型業務〉を負担に感じている部署が多く、 

さらにそれらの業務について業務改善意向を持っている部署も多い。 

 ●〈非定型業務〉の中では、「電話応対」を負担に感じている部署が多い。 

 ●負担になっている業務が原因となって取り組みたいが取り組めていない業務として、「業務 

内容の見直し」「業務に必要な情報の収集・知識の習得」と回答している部署が多い。 

 ●業務改善が進まない理由として、半数以上の部署が「慢性的に人手が足りない」「日常業務に追 

われ業務改善を検討する余裕がない」ことを挙げた。 

 ●有効な業務改善策として、「ペーパーレス化」「AI や RPA 等の ICT を活用した業務の自動化」 

  を挙げた部署が多かった。 

 

 

「ICT を用いた行政サービスのニーズに関するアンケート調査（2020 年 11 月）」と「中央区

情報化基本方針の改定に向けたアンケ―ト」のそれぞれの結果を元に整理すると、以下のような相

関性が考えられる。 

 

 

  

区民視点 職員視点

書面でのやり取り
日常業務（特に定型業務）

の非効率さ

行政手続における煩雑さ 問合せに対する対応の負担

区の発信する情報が

わかりにくい

　　双方が必要以上に時間等

　　をかけている現状
慢性的な人手不足

対面を前提とした行政手

続・行政サービス

職員のスキルや業務知識の

向上の阻害

相互に影響



                                                       

- 8 - 

（２） 本区の課題 

  

今後、人口が増え続け、それに伴い行政需要が多様化・複雑化する中にあって、いち早くニーズ

が高い行政サービスを提供できる体制を整え、区民の利便性を高めていくことが最も重要な課題で

ある。また、併せて効率的な区政運営を強力に推進していく必要がある。加えて、人口増加に比例

して行政文書も増大しており、施設の狭隘化が急速に進行しているため、執務・窓口スペースをい

かに確保していくかも喫緊の課題となっている。 

 そのような状況にあって、業務量の増大を背景として、職員が日常業務に追われ、業務の見直し・

改善、職員の能力向上が進まず、結果として区政の効率化及び行政サービスの向上の妨げとなって

いることも解決すべき課題である。 

 さらに、直近においては、新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、本区でも、様々な行事や講

演会等の中止、来庁者応対時における接触や密を避ける取組、在宅勤務や時差出勤の実施等の出勤

抑制に係る取組、関連情報の区民周知等様々な対応が求められる状況となった。今回の場合や災害

発生時など社会情勢の急激な変化にさらされた場合に、柔軟かつスピード感を持った対応を取るた

めの体制を、普段から確保していく必要がある。 

 

 総じて、これらの解決には ICT の活用が有効な手段として考え得るため、本区においてはより一

層の ICT の活用が重要となる。 
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（３） 国・東京都の ICT 推進に係る動向 

 ICT 推進に係る国・東京都の方針や取組を踏まえつつ、本区の ICT に係る取組を進めていく。 

 

①  国の動向 

● 地方公共団体のデジタル化の推進（令和２年７月情報更新） 

令和２年７月 17 日の閣議決定にてデジタル強靭化社会の実現に向けた「世界最先端デジタ

ル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画（IT 新戦略）」の変更がなされた。 

 この内容を根拠として、地方公共団体のデジタル化の推進に係る方向性が改めて示された。 

 

地方公共団体に求める取組 具体的な内容 

行政手続のオンライン化の推進 ・マイナンバーカードの普及 

・汎用的電子申請・届出システムの基盤整備 

・様々な手続のオンライン化の推進 

情報システム等の共同利用の推進 ・自治体クラウドの推進 

・業務プロセス及び情報システムの標準化の推進 

・地域情報プラットフォーム準拠製品の導入及び中間

標準レイアウト仕様の利用の推進 

・適正な情報セキュリティ対策 

AI・RPA 等による業務効率化の推進 ・AI や RPA 等のデジタル技術の積極的な活用及び業

務プロセスの標準モデル構築 

・地方公共団体が共同でAI 導入を進めるための標準的

な仕様及び導入手順の整理 

・先進事例の横展開 

オープンデータの推進 ・オープンデータを活用した地方発ベンチャーの創出

の促進、地域の課題の解決 

・オープンデータ・バイ・デザインの考え方に基づく

情報システムの設計や整備 

ガバナンス強化と人材確保・育成 ・地域情報化アドバイザーの活用促進 

・地方公共団体のCIO 育成研修の実施 

・地方公共団体職員向け研修等の全国実施の推進 

・地方公共団体の官民データ活用推進計画策定の推進 

・デジタル化の状況の見える化 

資料出所：政府 CIO ポータル（内閣官房情報通信技術(IT)総合戦略室の HP）（一部加工） 
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● スマート自治体研究会報告書～「Society 5.0 時代の地方」を実現するスマート自治体

への転換～（令和元年５月） 

これまで地方自治体の情報システムは、各自治体が独自に発展させてきた結果、システムの

発注・維持管理や制度改正による改修対応等についてそれぞれが個別に対応せざるを得なかっ

た。 

その非効率な現状を鑑み、クラウド化等を通じたシステムの標準化や業務プロセスの見直し、

併せてのAI・ロボティクスの活用を進めることで、職員の負担を軽減し、住民や企業の利便性

向上を図ることを目的として、総務省により「地方自治体における業務プロセス・システムの

標準化及び AI・ロボティクスの活用に関する研究会（＝スマート自治体研究会）」が発足した。 

令和元年５月、当該研究会から、「スマート自治体」を実現するための方策を記載した報告書

が取りまとめられた。 

 

 

● デジタル手続法（令和元年５月 31 日公布、令和元年 12 月 16 日施行） 

正式名称：情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るための行

政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律（令和元年法律第 16 号） 

 

情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及

び効率化を図るため、情報通信技術を活用した行政の推進に関する基本原則及び行政手続等を実

現するために必要となる事項等を定めるとともに、住民票及び戸籍の附票の記載等に係る本人確

認情報の保存及び提供の範囲の拡大等の措置を講ずることを目的として、令和元年12月16日か

ら施行された。 

 

 

● デジタル庁の創設（令和３年以降創設予定） 

行政のデジタル化を進め、ICT 関連業務の非効率性の改善を図るべく発足する予定の新たな組

織である。各省庁では、個別にシステムの調達や運営を行っているが、そのことで業務の重複や

無駄なコストが発生し、組織を横断したデータ活用やシステム運営が困難となっているため、こ

の「縦割り行政」の弊害を打破することを目指し、国と自治体のシステム統一を図ることとして

いる。そのほか、マイナンバーカードの普及促進、行政手続のオンライン化の推進、オンライン

診療やデジタル教育の規制緩和といった取組が予定されており、これらによって行政における

DX（デジタルトランスフォーメーション）を推し進めることとしている。 
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② 東京都の動向 

● 東京都 ICT 戦略（平成 29 年 12 月策定） 

 ICT 利活用の指針を示すものとして 4 つの柱を定めている。これに基づき東京都における「セー

フシティ」「ダイバーシティ」「スマートシティ」の実現を目指し、施策展開を図ることとされてい

る。 

 

（具体的な施策内容） 

・パソコンやスマートフォンによる行政手続の 24 時間 365 日化 

・ICT を用いた公共施設の維持管理の推進 

・オープンデータ・ビッグデータの活用の検討・推進 

・ICT ツールを活用した「働き方改革」 

・AI 等を活用した業務の効率化                 等 

 

項番 東京都 ICT 戦略の４つの柱 

１ 都市機能を高めるに当たって、ICT を活用する 

２ データを活用する 

３ ICTを活用し、官民連携で行政課題を解決する仕組みを構築する 

４ 民間における ICT活用を後押しし、生産性向上・新価値創造を図り、東京・日

本の成長につなげる 

資料出所：東京都（戦略政策情報推進本部 ICT 推進部）HP（一部加工） 

 

 

● スマート東京実施戦略（令和２年２月策定） 

世界最高のモバイルインターネット「TOKYO Data Highway（TDH）」を 21 世紀の基幹イン

フラ「電波の道」として整備し、いつでも、誰でも、どこでも、なんでも、何があっても「つなが

る東京」を構築する。 

それを基盤として、ビッグデータや AI などの先端技術を活用し、経済発展や社会的課題の解決

を両立させる「Society 5.0」の実現に向けた取組をはじめ、データ共有と活用の仕組みを作り、

最先端技術を活用した分野横断的なサービスの社会実装を強力に推進する。 

これらの政策を一体的に進めることにより、「デジタルの力で東京のポテンシャルを引き出し、

東京都民が質の高い生活を送ることができる東京版 Society 5.0『スマート東京』の実現を目指す」

としている。取組方針として、３つの柱を立て、施策を展開している。 

先行実施エリアとして、西新宿、都心部、島しょ地域等を設定し、ドローン・AI・５G などを

活用しての災害対応力の強化、ICTを活用した教育環境の高度化、テレワークの実施強化などの

働き方改革の推進、民間とのフラットなパートナー関係の構築といった施策を展開している。 
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項番 スマート東京戦略の 3 つの柱 

１ 「電波の道」で「つながる東京」（TOKYO Data Highway） 

戦略ビジョン：「電波の道」で「つながる東京」を実現する 

２ 公共施設や都民サービスのデジタルシフト（街のDX） 

戦略ビジョン：データ共有と活用の仕組みをつくり、行政サービスを向上させる 

３ 都庁のデジタルシフト（都庁の DX） 

戦略ビジョン：都庁のデジタルトランスフォーメーションを強力に進める。 

資料出所：東京都 HP（一部加工） 

 

● 東京デジタルファースト条例（令和２年 10 月 15 日告示、令和３年４月１日施行予

定） 

行政手続のデジタル化を強力に推し進めることを目的とし、「東京都行政手続等における情報通

信の技術の利用に関する条例」を改正することとなった。 

下記の３点を基本原則とし、東京都民等の利便性の向上、行政運営の簡素化・効率化、社会経

済活動の円滑化の実現、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止と社会経済活動とが両立する

日常生活の定着への寄与を目指す内容となっている。 

 

〈行政手続のデジタル化を推進するための基本原則〉 

・「デジタル原則」：個々の手続・サービスが一貫してデジタルで完結する。 

・「ワンスオンリー原則」：一度提出した情報は、二度提出する必要がない。 

・「コネクテッド・ワンストップ原則」：複数の手続・サービスが一カ所で実現する。 

 

具体的には、条例の適用範囲の拡大、区市町村との連携・協力・支援体制の強化、添付書面等

の省略、ICT 利用の能力や機会における格差（デジタルデバイド）の是正措置に係る内容が改正

のポイントとなっている。 

 

 

● DX 推進に向けた５つのレス徹底方針（令和２年 10 月９日東京都知事記者会見にて

打ち出し） 

東京都におけるDX 推進に向け、「ペーパーレス」「はんこレス」「FAXレス」「キャッシュレ

ス」「タッチレス」の５つのレスの取組を徹底していくことが方針として打ち出されている。 

紙やはんこをベースにしたアナログ環境から、オンラインやデジタルをベースにしたデジタル

環境へ転換していくことを目的とした内容となっている。具体的には、デジタルツールの活用に

よりコピー用紙の使用量・FAXの使用件数を半減させる、慣習的に求めていた押印を原則廃止

する、都立施設の利用料支払いについてキャッシュレス決済に対応できるようにする、行政相談

等のオンライン化を進めるなどの取組が予定されている。  
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（４） 本区の ICT 施策の方向性 

  

本区の現状を総括すると、以下のとおりである。 

● 人口が増加し続けており、今後もその傾向が続くことが見込まれる。 

● 多くの区民が ICT を活用した行政手続の効率化・行政サービスにおけるさらなる利便性向上を

期待している。 

● 庁内各部署の職員においても、ICT を活用した業務効率化・職場環境の改善などが急務という

意識が強い。 

● 国及び東京都は、様々な方針・計画・取組などによって、あらゆる場面における ICT 活用を推

し進めており、各自治体に対しても同様の方向性を示し、取組強化を求めている。 

 

 このような現状を踏まえ、本区の ICT 施策の方向性を以下のとおりとする。 

 

「区民にとってより便利でやさしい区役所」の実現に向け、 

① 行政手続のデジタル化・オンライン化を進め、区民の利便性を高める。 

② 多様なツールを駆使し、情報発信の取組強化を図る。 

③ 職場の ICT環境の充実を図り、職員の業務効率を高め、行政サービスをより向上させる。 

④ 高水準なセキュリティ環境を確保し、個人情報・機密情報等の流出を未然に防ぐ。 
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（１） 目指すべき目標 

 

先に述べたとおり、本区において「急激な人口増加」「価値観の多様化」「新型コロナウイルス感

染症の流行を契機とした生活様式の変化」などの様々な環境変化に対応し、区民に対して水準の

高い行政サービスを提供し続けるには、ICT の積極的な活用が不可欠である。ただし、無秩序に

ICT導入を進めても、十分な効果は期待できない。 

これまでの方針と同様に、４つの目指すべき目標を定め、これらを実現するための施策を取組の

柱に据え、情報化を強力に推進していく。 

 

 

● 区民から金銭の支払いを受ける場面において、多様な決済方法に対応できるようにする。 

● インターネットを介して可能な限り申請・届出手続を可能とする。 

● 申請・届出手続を一カ所で完結できる「ワンストップサービス」を実現する。 

 

 

● あらゆる情報発信手段を活用し、積極的かつ効果的に区政情報を外部に発信する。 

● 本区が保有するデータの公開促進を図る。 

 

 

● あらゆる業務環境において電子化・自動化を図ることで、広範かつ複雑な業務について、より

効率的に対処できる体制を構築する。 

● 日常業務（特に定型業務）の負担を軽減することで、職員がこれまで以上に能力向上・情報収

集、政策立案、業務改善策の検討等に取り組めるようにする 

  

３ 本方針の目指すべき目標及び取組の柱 
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● 個人情報の保護を徹底して維持するために、これまでに引き続き、常に実効性のある情報セキ

ュリティ対策や職員のセキュリティ意識の向上を図る。 

● 行政サービスを継続的に維持するためのルール・計画について、随時内容の見直しを図り、適

正化を図る。 
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（２） 目標に向けた取組の柱 

 

 本方針の対象期間において、優先的に取り組むべき情報化施策について、庁内アンケート及びヒ

アリング調査や区民ニーズ調査の結果、国・東京都の ICT 推進に係る動向などを踏まえ、以下の７

つの取組の柱を設定した。併せて、強力に取組を進めていくため、情報化推進体制の強化を図る。 

 

中央区情報化基本方針の目標及び取組の柱の体系図 

 

 

  

① ７つの取組の柱 

各取組の概要について、以下にまとめる（詳細については、〈５ ロードマップ及びアクションプ

ラン〉の〈（２）アクションプラン〉において記載する。）。各取組の進行に当たっては、それぞれの

取組の関連性・連動性を意識しつつ、俯瞰的な視点を持って全体的な調整を図りながら進めていく

こととする。 

 なお、本方針の期間内において、必要に応じて取組の柱に定めたもの以外の取組についても随時

実施を検討する。 
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   電子マネー、QRコード、バーコードなど、現金以外での決済手段をもって、税や保険料の

納付、各種行政サービスの手数料や利用料の支払いを行えるようにする。検討に当たっては、

窓口でのキャッシュレス決済の導入、オンラインでの決済手段の充実（電子申請・届出との連

携も含む。）の２つの観点から進める。 

 

 

   インターネット上で行える区への申請・届出手続の取扱内容を拡大し、窓口や郵送でのやり

取りが中心になっている現行の手続を、可能な限り電子申請・届出としても行えるように整え

る。また、区民への普及・啓発を強化し、利用促進を図る。 

   また、タブレット端末などを活用した窓口での複数手続の簡略化など、区民の利便性向上及

び行政手続の効率化も併せて検討する。 

 

 

インターネットを介した情報発信について、新たな手段の導入、内容の充実を図り、区民等

の情報収集に係る利便性を向上させる。特に、区ホームページのリニューアル、SNS（ソーシ

ャルネットワークサービス）や広く普及しているアプリケーションの活用強化、プッシュ型通

知の発信体制の確保、オープンデータの充実を図る。 

 

 

   庁内ネットワークの安定的な稼働のための保守運用を行うとともに、職員の業務におけるネ

ットワーク環境のさらなる充実を図る。具体的には、回線速度の向上、庁内無線LANの導入、

テレワーク環境の実現、Web会議システムの拡充などを図る。また、新たなシステムやサービ

スの導入に当たっては、クラウドサービスや汎用ソフトを積極的に活用する。 

 

 

   これまで紙に出力して決裁を行っていた起案文書について、電子システム上で決裁者間の回

送及び決裁を行えるようにする。また、決裁を終えた文書は、紙ではなく電子データの状態で

管理するものとし、検索や廃棄などもシステム上で行えるようにする。併せて、財務会計シス

テムなどへの同様の機能の付加についても検討を進める。 
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   定型的な業務を自動化する（例：手書きの申請書を読み取って電子データに変換し、それを

各部署のシステムに自動的に入力させる）ことで、これまで職員が当該業務にかけていた時間

を大きく削減するとともに、入力ミスを無くし、効率的に業務をこなすことができるようにす

る。 

 

 

   すべてのICT施策の基盤となる、情報セキュリティの維持・強化及び事業継続性の確立、個

人情報保護体制の安定的確保を図る。 

 

② 情報化推進体制の強化 

本方針における各アクションプラン実行に係る進捗管理、情報化施策の推進に関わる全庁的な連

絡調整等の統括的役割を担い、関係部署間の連携促進・強化を図る専門部署を設置する。当該部署

が中心となって、本区の ICT 施策を積極的に推進し、社会の ICT 環境を取り巻く変化に的確に対

応できるようにする。 
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（１）ICT 導入におけるルール 

 

ICTを用いた新たなシステムやツールの導入、既存システムの更新及び仕様変更に当たっては、

必ず本項に述べるルールに基づき行う。 

 

● 業務処理プロセスの見直し 

現行の業務処理プロセスをそのままシステム化するのではなく、必ず業務処理プロセスの

見直し（BPR）を行う。 

 

● コスト評価（情報化投資） 

システム導入の有効性と効率性という観点から、費用対効果について十分な検討を行う。 

また、その効果について事後評価を行う。 

 

● 情報資産管理及び法令遵守（コンプライアンス） 

保護すべき情報資産を明確化して必要な分類を行い、これに対するセキュリティ対策（情報

漏えい等の防止策）を講じる。また、情報セキュリティに関する法令等の遵守を徹底するとと

もに、情報資産の適切な廃棄・消去を実施するため、内部点検等の検証機能を確保する。 

 

● 最適な形態の採用（全体最適化） 

個々のICTの導入、運用及び管理について、将来的なシステム全体像との整合性を図るとと

もに、今後の需要を見据え、最適な形態を採用する。また、可能な限りクラウドや汎用ソフト

を活用し、標準性や汎用性を尊重して業務プロセスの見直しを行い、カスタマイズを必要最小

限に留める。 

 

● 民間企業等との協力 

ICTに係る実証実験の実施や公益性の高いシステムやサービスの構築などに際し、必要に応

じて民間企業等との協力体制の構築、協定締結、民間企業が提供するサービスの活用などを行

う。 

 

● 更新についての検証 

システムの更新については、機器のリース期間終了等に自動的に行うのではなく、必ず当該

システムの有効性や効率性を検証した上で行う。 

  

４ ICT 導入に係る基本的な考え方 
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● 大規模災害時及び停電等緊急時の対応【事業継続計画（ICT-BCP）】 

システムの導入・更新及び仕様変更に当たっては、大規模災害や停電、システム障害等の緊

急事態が発生した場合であっても事業を継続するための計画を事前に整理するとともに、関

係部署に当該計画の周知を図る。また、関係部署と協力し、停電や通信障害等に備えて、非常

時に必要な通信手段の確保、自家発電装置の整備等を行う。 

 

  

（２）導入工程 

 

① 工程表 

  ICT導入は、原則として以下の工程のとおり行うものとする。 

 

項

番 
実施時期 概要 

１ 

予算要求前 ・予算要求に先立ち、システム運用及び利用部門は、ICT導入等の

目的、期待する効果等を整理し、「システム概要書」及び「改善企

画書」を作成し、情報システム部門に提出する。 

・情報システム部門は、企画・財政・総務部門等と協議しながら

「システム概要書」及び「改善企画書」を審査し、ICT導入等につ

いて検討する。 

 

２ 

仕様書作成時 ・システム運用及び利用部門は、必要に応じて情報システム部門

と協議し、項番１において整理した目的、期待する効果等に最も適

したパッケージシステム等を選定し、カスタマイズ等の内容につ

いて事業者との間に認識の相違が生じることのない仕様書を作成

する。 

 

３ 

システム構築時 ・システム運用及び利用部門は、項番１及び項番２において検討、

整理した内容を常に考慮しながら、事業者にシステムの構築を進

めさせ、カスタマイズについてなど、随時内容の確認を行う。 

・情報システム部門は、システム構築について必要に応じてサポ

ートを行う。 

・企画・財政・総務部門等は、業務処理の見直しに係る検討につい

て、必要に応じてサポートを行う。 

 

４ 

システム運用及

び利用後 

・システム運用及び利用部門は、項番１において整理した目的、

期待する効果等に対する達成状況・成果についての定期的な検証

を行う。また、運用及び利用開始から１年を経過した後、速やかに

「改善報告書」を作成し、情報システム部門に提出する。 
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・情報システム部門は、企画・財政・総務部門等と協議しながら

「改善報告書」を審査し、当該システム導入等による効果や有効

性、効率性を検証する。 

 

 

 

②  改善企画書及び改善報告書について 

改善企画書及び改善報告書を元に、適切にPDCAサイクルを回していくものとする。それぞ

れに盛り込む内容は、以下のとおり。 

 

改善企画書 改善報告書 

・対象事務の内容 

・ICT導入等の目的及び必要性 

・行政サービスの向上に係る内容 

・事務処理の効率化に係る内容 

・想定する定量的・定性的な効果 

・構築等のシステムの概要 

・現状の事務の流れ 

・改善後の事務の流れ 

・経費の見込み及び現行経費との比較 

・ICT導入等のスケジュール 

・情報セキュリティ対策 

・システム導入・運用開始後の評価項目 

・対象事務の内容 

・ICT導入等の目的の達成状況 

・実際に向上したサービスの内容 

・実際に効率化した事務処理の内容 

・実現した定量的・定性的な効果 

・構築等のシステムの概要 

・改善前の事務の流れ 

・実際の改善後の事務の流れ 

・実際に発生した経費と導入前の経費との比較 

・実際のICT導入等のスケジュール 

・実際に講じた情報セキュリティ対策 

・改善企画書で設定した評価項目に基づく評価 
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（１）ロードマップ 

 

 各取組は、以下のロードマップに沿って実行する。 

 

 

（状況の変化に応じて、適宜修正を図る。）   

５ ロードマップ及びアクションプラン 
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（２）アクションプラン 

 

取組ごとに、現状と課題、課題解決に向けて何をするのか、また、その効果及び目標を記載し、

「どの部署がいつまでにやるのか」を明確に示した個票（＝アクションプラン）を作成した。これ

を元に各取組の進捗状況の点検・評価を行い、進行管理を実施していく。また、環境変化や進捗状

況により、必要に応じて見直しを図る。 

 

項目名 記載内容 

主な検討部署 取組の検討の中心となる部署を記載する。 

本区の現状及び課題 背景にある本区の現状及び課題について記載する。 

取組概要 何について取り組むのか、どのようにして課題を解決するのかなどを記

載する。 

実施に向けての主な

課題 

取組を実施するに当たり検討すべき主な課題を記載する。 

期待される効果 取組の実施により期待される効果について、区民視点と職員視点の両面

から記載する。 

目標 達成すべき目標を記載する。 

スケジュール 令和３年度から令和５年度までの期間において、各年度で何を実施する

のかを記載する。 
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❶ キャッシュレス決済の導入 
 

主な検討部署 
・会計室 
・窓口で出納を行っている部署（税務課、区民生活課、各特別出張所、保険年
金課、生活衛生課など） 
・施設利用料の徴収事務等を行っている部署（地域振興課、文化・生涯学習課、
スポーツ課など） 
・情報システム課…公共施設予約システム対応について 
・税や保険料の電子納付に対応している部署（税務課、保険年金課） 
 

本区の現状及び課

題 

クレジットカード、電子マネー、ＱＲコード決済、バーコード決済、プリ
ペイドカードなど、現金以外での決済手段が多様化・普及し、本区において
も税や保険料の納付、各種行政サービスの利用料の支払いなどにおける決済
手段の充実を求める声が強くなっている。これは、窓口での決済手段の充
実、インターネット上で手続から決済まで完結できる来庁不要の仕組みの整
備、という２つの側面からの需要に大別される。 
背景として、情報通信技術の発達・普及、区民のライフスタイルの多様

化、新型コロナウイルス感染症の流行に伴う非接触型の行政サービスに対す
る需要の増大などがある。しかし、本区においては住民税等のモバイルレジ
以外は導入が進んでおらず、早急に導入検討を進める必要がある。 

 

取組概要 
現金以外での決済手段をもって、住民票の写しの交付などに当たっての手

数料の支払い、税や保険料の納付、各種行政サービスの利用料の支払いを行え
るようにする。検討に当たっては、次の２つの観点から進めるものとする。 
（A）窓口でのキャッシュレス決済を導入する。 
（B）オンラインで手続から決済までを完結できるようにする 

（電子申請・届出との連携も併せて検討する。）。  
 
新たに導入するに当たっては、次のポイントを中心に検討を進めていく。 

・導入対象手続及び業務フロー 
・導入する決済手段 
・関連する規程や会計処理等のルール 
・取扱事業者 
・必要となる設備（端末、配線工事、システム等） 
・経費（手数料等） 
 
図：キャッシュレス決済（イメージ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

実施に向けての主

な課題 

・導入するキャッシュレス決済手段及び取扱事業者の選定 
・キャッシュレス決済分の歳入情報の管理 
・キャンセル時の還付の取扱い 
・障害発生時の対応 
・業務フローの見直し 
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期待される効果 
【区民の視点から】 
・現金を持っていなくても納付・支払いができる手続が増える。 
・オンラインで完結する手続が増える。 
・相対的に窓口で支払いを行う際にかかる時間が短くなる。 
 

【職員の視点から】 
・納付・支払い対応業務にかけていた時間や手間が軽減される。 
 

目標 
【新規取扱い部署】 
令和３年度：運用開始（窓口） 
令和４年度：新たな部署に導入（窓口） 
令和５年度：新たな部署に導入（窓口）、運用開始（オンライン） 

スケジュール  令和３年度 令和４年度 令和５年度 

窓口 

・（令和２年度中に検

討）一部の部署に導入 

・導入部署拡大検討 

 

・新たな部署に導入 

・導入部署拡大検討 

・新たな部署に導入 

・導入部署拡大検討 

オンライン 

・新規導入検討（対象サ

ービス、導入部署等につ

いて） 

・導入部署拡大、新たな

納付方法の検討及び導入

（電子納付について） 

 

・新規導入検討（対象サ

ービス、導入部署等につ

いて） 

・システム構築 

・一部の部署に導入 

・導入部署拡大検討 
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❷ 電子申請・届出の取扱内容の充実及び利用促進 
 

主な検討部署 
・現在電子申請・届出を行える手続を受け付けている部署 
（文化・生涯学習課、総務課、健康推進課など) 
・今後電子申請・届出対応を検討している手続を所管する部署 
・マイナポータルのワンストップサービスに関する部署 
（総務課、防災課、子育て支援課、介護保険課など） 
・情報システム課 
 

本区の現状及び課

題 

令和元年１２月に施行されたデジタル手続法を根拠として、行政手続のオ
ンライン化が各自治体で進められており、本区も対応を進めているところで
あるが、区民の利用状況は、電子申請・届出可能な手続の種類が少ない、ま
た、登録手続を行うことが煩雑であることなどから、限定的である。一方
で、マイナンバーカードの導入、新型コロナウイルス感染症の流行を契機と
した来庁不要の手続への需要の高まり、ペーパーレス化推進の必要性の高ま
りなどもあり、今後はより一層の行政手続のオンライン化の拡充・推進が求
められることが見込まれる。 

 

取組概要 
インターネット上で行える区への申請・届出手続の取扱内容を拡大し、窓口

や郵送でのやり取りが中心になっている現行の手続を、可能な限り電子申請・
届出としても行えるように整える。〈❶キャッシュレス決済の導入〉にも記載
のとおり、金銭の支出を伴う手続も併せて行えるようにし、必要な手続をすべ
てインターネット上で完結できるようにするとともに、区民への普及・啓発を
強化し、利用促進を図る。 
また、区民が来庁時に、タブレット端末などを活用することにより窓口での

複数の手続を簡略化し、これまで紙に記入させていた情報を電子データとし
て入力できるようにするなど、区民の利便性向上及び行政手続の効率化も併
せて検討する。 
マイナンバーカードも活用を進める。まずは、マイナポータルのぴったりサ

ービスを活用し、各種手続のワンストップサービス化を実現する。 
導入に当たっては、次のポイントを中心に検討を進めていく。 

・対象手続及び業務フロー 
・関連する規程等のルール 
・取扱事業者 
・必要となる設備（端末、システム等） 
 
図：電子申請・届出の取扱内容の充実及び利用促進（イメージ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

実施に向けての主

な課題 

・既存の電子申請・届出システムの区民向けインターフェースの利便性向上 
・既存システムと電子申請・届出、マイナポータルとの連携 
・区民への周知及び認知度・利用率向上のための取組 
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期待される効果 
【区民の視点から】 
・いつでもどこからでも、スマートフォン、パソコン等を使って区への申請・
届出手続が可能となる。 
・窓口に手続に行く手間や時間が省略できる。 
・人同士の接触機会を減らせるため、新型コロナウイルスの感染リスクが低減
する。 
・一つの窓口で複数の手続をまとめて行うことが可能となる。 
 
【職員の視点から】 
・来庁者が減り、窓口業務に要していた時間が軽減される。 
・紙の情報を電子データ化する時間や手間が軽減される。 
・人同士の接触機会を減らせるため、新型コロナウイルスの感染リスクが低減
する。 
 

目標 
【東京共同電子申請・届出サービスにおける取扱いメニュー数】 
令和３年度：前年度より増加させる 
令和４年度：前年度より増加させる 
令和５年度：前年度より増加させる 
※平成29 年度は218 件、平成30年度は 214 件、令和元年度は 218 件。 
 
【マイナポータルにおける取扱いメニュー数】 
令和３年度：新規導入検討 
令和４年度：運用開始、5 件以上 
令和５年度：前年度より増加させる 
 

スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

・導入拡大検討（対象サ

ービス、導入部署等につ

いて） 

・システム構築 

・新たな部署に導入 

・導入部署拡大検討 

 

・システム構築 

・新たな部署に導入 

・導入部署拡大検討 
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❸ 情報発信の取組強化 

主な検討部署 
・政策企画課 
・広報課 
・情報システム課 
・区民からの問合せの多い部署 
・国が公開を推奨しているデータを保有する部署 
 

本区の現状及び課

題 

本区では、広報紙（「区のおしらせ ちゅうおう」）、屋外の広報掲示板、各
種パンフレットやチラシ、コミュニティFM、ケーブルテレビ、ホームページ、
SNS、YouTube など、あらゆる媒体を通じて情報発信を行っている。 
第 50 回中央区政世論調査によると、区政情報を得る手段としては、回答者

の 58.9％が『区の広報紙「区のおしらせ ちゅうおう」』を活用していると回
答しているものの、数値が低下傾向にある。一方、『区のホームページ』や『区
の公式 SNS』は上昇傾向にあり、これを踏まえ、インターネットを通じた情
報発信手段については、ホームページの他にSNS等のツールの活用も含めて、
より一層利便性向上及びコンテンツ充実を図っていく必要がある。 
また、現在限定的な用途で導入している AI チャットボットや、スマートフ

ォンアプリ等、新たな ICT の活用についても積極的に検討していく必要があ
る。 
そのほか、行政の透明性、地域が抱える課題の解決、地域の活性化を目的と

して、区が保有する情報をオープンデータとして外部に公開しているところで
ある。 
現状公開されているデータは、国が公開を推奨しているデータの一部に留ま

っていることから、さらにデータの公開を進めていく必要がある。また、外部
周知等、オープンデータの活用を促進していく取組の実施も併せて検討してい
く。 
 

取組概要 
インターネットを通じた情報発信手段について、既存の情報発信手段に係る

機能充実及び利便性向上を図り、また、新たな情報発信手段の活用を検討する。 
検討に当たっては、次の２つの観点から進めるものとする。 

（A） 区ホームページのリニューアル 
  ・誰もが見やすく、使いやすく、わかりやすく、必要とする情報にたどり

つきやすいホームページにする。 
  ・SNS との情報の連動性の向上を検討する。 
  ・電子申請・届出の利用促進を意識した構成を検討する。 
                               等 
（B） 新たな情報発信手段の活用検討 
  ・AI チャットボットの用途拡大を検討する。 
  ・スマートフォンアプリ等を活用し、区民一人一人のニーズに応じたプッ

シュ型通知の発信を検討する。 
                               等 
 
 検討を進めるに当たっては、外部からの問合せが多い部署を中心として、全
庁的な意見調整を行った上で、それを踏まえたシステム構築、情報発信手段の
選定等を行い、必要経費を検討していく。 
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図：区ホームページのリニューアル及び SNS 等の活用（イメージ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
そのほか、国がオープンデータ化を推奨するデータセットについて、さら

なる公開を図る。また、データの活用を促進するために、区民等への周知、
活用事例の紹介等の取組実施を検討する。 
さらに、EBPMの実践を促進することも視野に入れて取組を進める。 

 
図：オープンデータの活用促進（イメージ） 
 

 

実施に向けての主

な課題 

・区民ニーズを踏まえた情報発信手段及び発信内容の検討 
・新たな情報発信手段を導入するに当たってのルール作り 
・区ホームページ及び新たな情報発信媒体の利活用促進 
・EBPM などのデータ活用促進に向けた取組の検討 
 

期待される効果 
【区民の視点から】 
・自身にとって必要な情報が探しやすくなる。 
・自身にとって必要な情報が自動的に区から届くようになる。 
・電話やメール等で区に問い合わせることが減る。 
・オープンデータを活用し、地域の課題の解決や地域活性化に取り組める。 
・情報公開が進み、行政への信頼感・安心感が高まる。 
 
【職員の視点から】 
・リアルタイムな区政情報をより効率的かつ広く的確に区民に届けることが
できる。 
・電話やメール等の問合せが減り、その分の時間や手間が軽減される。 
・区民等が、区の施策等について分析・評価をすることが可能となり、区政へ
の信頼感・透明性が向上する。 
・データを元にした政策立案が促進され、より効果的・効率的な政策の実施が
促される。 
 
 
 
 

オープンデータの活用

オープンデータを活かしたビジネス展開

データの政策立案への活用

省庁 都道府県等 民間企業
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目標 
【区ホームページのリニューアル、新たな情報発信手段の活用検討】 
令和３年度：SNSとの連携強化を踏まえた区ホームページのシステム設計 
令和４年度：区ホームページのリニューアル実施 
令和５年度：SNSのさらなる活用強化（SNS を活用したサービスの充実） 
 
【オープンデータに係る取組】 
令和３年度：データの活用促進に係る取組検討実施 
令和４年度：国の推奨に則った区データの公開 
令和５年度：国の推奨に則った区データの公開 
 

スケジュール  令和３年度 令和４年度 令和５年度 

区
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
リ
ニ

ュ
ー
ア
ル 

 ・区民ニーズの把握 
・庁内の意見調整 
・構成、デザイン等
検討 

・システム構築 
・リニューアル実施 

・効果検証 

新
た
な
情
報
発
信
手
段
の

活
用
検
討 

・区民ニーズの把握 
・他自治体等の事例
収集 
・庁内の意見調整 

・情報発信手段の検

討 

 

・情報発信手段の充実

及び発信内容の検討 

・システム構築 

・情報発信手段の充実

及び発信内容の検討 

・効果検証 

・システム構築 

オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
の
充
実

及
び
活
用
促
進
取
組
検
討 

・データの公開・活
用促進に係る取組検
討 

・データの公開・活用促
進に係る取組検討及び
実施 
・EBPM の実施促進に
係る検討 
・オープンデータの活
用事例の収集 

・データの公開・活用
促進に係る取組検討
及び実施 
・EBPM の実施促進
に係る検討 
・オープンデータの活
用事例の収集 
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❹ 庁内ネットワークの充実 

主な検討部署 
・情報システム課 
・職員課 
 

本区の現状及び課

題 

本区の現行の庁内ネットワークにおいては、クラウドへの対応がされてい
ない、回線の冗長化がされていない、メール環境においては添付ファイルの
容量制限が厳しい、テレワーク環境に対応していない等、職員から求められ
る業務やシステムのあり方について十分な対応がされていない点がある。 
 

取組概要 
庁内ネットワークシステム（グループウェア、メール、財務会計等内部事務

システム、ファイルサーバ等を利用するためのネットワーク）は、前回平成 27
年度の更新から６年目を迎えており、使用しているサーバ機器等が保守期限
（本来５年間）を超過しているため、更新を行う。  
更新に伴い、現ネットワークの課題解消、全庁アンケート調査結果を踏まえ

た職員の要望の実現、テレワークが可能な環境の整備等を行い、様々な状況下
において業務に取り組める環境を整える。 
検討に当たっては、次の４つの観点から進めるものとする。 
 

（A） 機器等に縛られないシステム環境の構築（クラウドの活用） 
利用したい時に必要なだけサーバ機器等を使えるクラウドサービスを

活用し、サーバ機器等の最適化を図る。 
 
（B） 通信の最適化（回線の冗長化） 

回線の二重化を行い、通信回線負荷の増加や災害等の非常時においても
対応できる環境を整える。具体的には、回線が冗長化されていない主要な
区施設に副回線を敷設し、主回線と併せて一体で使用するように変更する
ことで、回線を拡張及び高速化する。 

 
（C） 全庁アンケート結果を踏まえての要望実現 

職員間のやり取りが手軽にできるコミュニケーション機能の強化、外部
との大容量データのやり取りを可能にする等の取組により、業務効率化を
図る。 

 
（D） ロケーションに縛られないサービスの導入（テレワーク環境の整備） 

庁内外からのファイルサーバ、グループウェア等の閲覧・使用を可能と
する執務環境の整備、庁内無線 LAN の導入、Web 会議システムの拡充
などを進め、様々な状況下で業務を行えるようにする。 

 
図：庁内ネットワークシステム更新の実施（イメージ） 

 
 クラウドの活用

大容量メールの実現 テレワークへの対応

回線冗長化の実現
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実施に向けての主

な課題 

・サーバ機器類の最適化に伴う運用時のサーバ機器類の利用状況調査・確認 
・新たに導入する各種ツールについての利用ルール作り 
・庁外からの庁内ネットワーク利用時に接続可能な機器類及び運用方法 
・庁外からの庁内ネットワーク利用に伴う職員のセキュリティ意識の向上 
・テレワーク環境整備に当たっての在宅勤務ルールの見直し及び関係部署間
の意見調整 

 

期待される効果 
【区民の視点から】 
・業務効率化に伴い、区民対応にさらに注力することができ、総じて行政サー
ビスが向上する。 

【職員の視点から】 
・クラウドを活用することで、将来的にファイルサーバ等の容量の拡張が必要
となった際に柔軟な対応が可能となる。 
・回線の冗長化により、安定的な通信品質を確保できる。 
・コミュニケーション機能の強化、外部との大容量データのやり取りができる
ことにより、業務効率の向上につながる。 
・テレワークが可能となり、職員の働き方改革促進、新型コロナウイルス感染
リスクの低減につながる。 
 

目標 
【更新後の職員向け業務環境アンケートにおける職員満足度】 
令和３年度：更新・運用開始 
令和４年度：不具合対応、修正等 
令和５年度：業務環境アンケートを実施、職員満足度の平均値 3.３以上（5.0
満点中） ※令和元年度に実施した際は 3.0。 
 

スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

・事業者と調整 
・システム構築 
・運用開始 

・運用継続 
・随時不具合対応 
・修正検討 
 

・運用継続 
・随時不具合対応 
・効果検証 
・修正検討 
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❺ 電子決裁・文書管理システムの導入 

主な検討部署 
・総務課 
・会計室 
 

本区の現状及び課

題 

本区では、現在勤怠管理などの一部を除き、起案文書は紙に出力して決
裁・保管されているが、区民の増加等に伴う事務量の増加により、起案文書
も増加している。その結果、文書の保管スペースの不足、オフィススペース
の狭隘化などの施設利用面からの課題が顕在化している。 
また、起案文書の決裁者間の回送に時間を要し、組織の意思決定に必要以

上に時間を要しているという点や、決裁を終え保存された文書を探すのにそ
の都度多くの時間を要するといった点など、様々な問題点から事務効率の低
下を招いている。 
そのほか、テレワーク環境の確保、内部手続における脱ハンコの推進とい

った視点からも、システム上での決裁・文書管理が行えないということが効
率化の弊害となっている。 
 

取組概要 
電子決裁・文書管理システムを導入し、これまで紙に出力して決裁を行って

いた起案文書について、電子システム上で決裁を行えるようにする。決裁者間
の回送もシステム上で行えるようにする。 
決裁を終えた文書は、紙ではなく電子データの状態で管理し、検索や廃棄な

どもシステム上で行えるようにする。 
また、財務会計システム等に同様の機能を付加させることも併せて検討す

る。 
 
導入するに当たっては、次のポイントを中心に検討を進めていく。 

・文書処理フロー（収受・起案・決裁・保管・廃棄） 
・関連する規程等のルール 
・取扱事業者及び製品パッケージ 
・既存製品パッケージに付加すべき機能 
・他システム（財務会計システム等）への付加 
 
図：文書管理・電子決裁システムの導入（イメージ） 

 

実施に向けての主

な課題 

・文書管理規程をはじめとした諸規程の見直し 
・文書の処理フローの整理及び運用ルール作り 
・これまでの文書の取扱いとの切り分け、整合等の考え方の整理 
 

期待される効果 
【区民の視点から】 
・本区における意思決定の迅速化により、申請・届出から決定までの時間短縮
など、行政サービスの向上が期待できる。 

【職員の視点から】 
・ペーパーレス化が図られ、文書保存に要していた空間が減り、オフィススペ
ースの利用効率化が図られる。 
・起案文書の決裁者間の回送にかかる時間や手間を省略できる。 
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・決裁を終え保存された文書の検索がしやすくなる。 
・文書の保存、運搬、廃棄などに要していた委託費用や人件費の節約化が図ら
れる。 
・情報公開請求に対し、紙の大量のコピーが不要になるなどの効率化が図られ
る。 
 

目標 
【運用開始までの目途】 
令和３年度：導入検討 
令和４年度：導入検討 
令和５年度：運用開始 
 

スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

・諸規程の見直し、運用
ルール作り 
・業務フローの整理 
・システム仕様検討 

・諸規程の見直し、運用
ルール作り 
・業務フローの整理 
・システム仕様検討 

・システム構築 
・他システムへの機能付
加検討 
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❻ AI-OCR 及び RPA を活用した定型業務の自動化・省力化 

主な検討部署 
・AI-OCR 又はRPA をもって自動化し得る定型業務を実施している部署 
（職員課、税務課、保育課、子育て支援課、保険年金課など） 
 

本区の現状及び課

題 

本区の人口増加に伴う行政需要の増加及び多様化・複雑化に対して、いか
にして効率的に事務をこなすかが課題となっている。そのような状況下にお
いて職員向けにアンケート調査を実施したところ、特にデータ入力や文書作
成などの定型的な業務について、通常期、繁忙期を問わず負担に感じている
部署が多く、またそれを改善したいという意向を持っている部署も多かっ
た。年間数万件の帳票に係る単純なデータ入力業務を行っている部署が散見
され、より複雑な業務への対応や職員の能力向上・情報収集、業務改善策の
検討等に取り組む時間や労力の減少、時間外勤務時間の増大等の様々な弊害
が生じている。 

 

取組概要 
AI-OCRを導入し、帳票の読取を行う際に使用することで、紙の資料に記入

されていた内容を手入力で電子データに起こすという作業を省力化する。ま
た、RPA を導入し、定型的な PC 作業を既定シナリオとしてデータ登録する
ことで、それを自動的に実行させることができるようにする。 
これらを組み合わせて使用することで、相乗効果を生み出すことができる業

務については、積極的に導入を検討する。 
（例：手書きの申請書を読み取って電子データに変換し、それを個別システ

ムに自動的に入力する。） 
複数の部署において活用の拡大を促し、将来的には全庁的に展開させる。 

 
【AI-OCR】 

OCR（＝Optical Character Reader（またはRecognition）、光学文字認
識機能）にAI（人工知能）技術を取り入れたもの。OCR は、紙に書かれた文
字をスキャンしてデジタル化する技術であるが、これに AI 技術を加えること
で、読取精度の向上、非定型の帳票への対応などが可能となる。 
 
【RPA】 

Robotic Process Automation（ロボティック・プロセス・オートメーシ
ョン）の略で、あらかじめ登録された「人が手動で行っている作業プロセス」
を自動実行するシステムのこと。設定されたプロセスを、設定された順番どお
りに忠実に実行する（シナリオ作成→シナリオ実行）ものであり、単純だが膨
大な件数の処理が求められる業務において活用すると大きな効果が得られる。 

 
図：AI-OCR、RPAの活用（イメージ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

AI-OCR RPA
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実施に向けての主

な課題 

・ＡＩ－ＯＣＲの読取対象となる帳票類の様式の見直し 
・導入対象業務のフローの整理 
・使用する職員の育成（操作技術・知識の習得）及び承継体制の確保 
・システム供給事業者の技術支援・サポート体制の確保 
・システム（ＡＩ－ＯＣＲ、ＲＰＡ又は各部署の個別システム）のバージョン
変更があった場合の更新対応 
・導入後の効果検証の実施手順（削減された時間やコスト等の測定）検討 
 

期待される効果 
【区民の視点から】 
・業務効率化に伴い、さらに区民対応に注力することができ、総じて行政サー
ビスが向上する。 

【職員の視点から】 
・定型的な業務にかけていた労働時間及び労力の削減がなされ、他の複雑な業
務や職員の能力向上・情報収集、業務改善策の検討等に取り組める時間が増大
し、業務効率化が図れる。 
・労働時間の総量が減り、時間外勤務にかけていた時間が減る。また、そのこ
とにより人件費の削減に繋がる。 
・人為的ミスの発生回数・頻度が減少する。 
 

目標 
【削減された業務時間数（活用された業務について令和 2 年度時点と比
較）】 
令和３年度：運用開始 
令和４年度：4,800時間以上 
令和５年度：6,000時間以上 
 
（参考） 
 他自治体では、9部署で導入し、年間 5,500 時間の業務時間削減がなされ
た事例あり。  
 

スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

・（令和２年度中に検

討）一部の部署に導入 

・効果検証 

・導入部署拡大検討 

 

・新たな部署に導入 

・効果検証 

・導入部署拡大検討 

・新たな部署に導入 

・効果検証 

・導入部署拡大検討 
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❼ セキュリティの確保 

主な検討部署 
・情報システム課 
・危機管理課 
・職員課 
 

本区の現状及び

課題 

本区では、『中央区情報セキュリティポリシー』、ネットワーク及び情報システ
ムごとの『中央区情報セキュリティ実施手順』を定め、区が保有する情報資産に
関する情報セキュリティ対策に取り組んでいる。これにより、区が保有する情報
資産の機密性、完全性、可用性が保たれている。 
また、平成３０年度に、新たに『中央区 CSIRT』を設置し、サイバー攻撃等

の情報セキュリティインシデントが発生した際に、それを正確に把握・分析し、
被害拡大の防止、復旧、再発防止等を迅速かつ的確に行える体制を整えた。 
主な取組としては、主要な情報ネットワークであるマイナンバー系・

LGWAN 系・インターネット系の相互接続の分離（三層分離）、OA 業務系PC
の VDI 化（デスクトップ仮想化）、区のシステムや東京都セキュリティクラウド
を利用した多層防御体制の構築、個別システムの共通基盤への集約等を進め、情
報漏洩リスクの低減に取り組んでいる。 
以上のとおり、セキュリティ環境等の確保を強く推進してきたところではある

が、引き続きセキュリティレベルを維持し続けるためのセキュリティ環境等の確
保、停電や災害発生時に電力停止が起きた場合に対する非常用電源の確保等が課
題である。本区の ICT-BCP は策定されてから時間が経っており、長く見直しが
行われていないため、これらの課題を踏まえた見直しが必要である。 
 

取組概要 
現在のセキュリティレベルを維持するため、次期庁内ネットワークにおいても、

セキュリティ維持の側面からの検討を十分に行う。 
 また、最新のセキュリティ環境を踏まえた ICT-BCP の見直しを行い、災害発
生時やシステム障害発生時等の非常時においても、確実に業務継続が図れるよう
な体制の構築に取り組む。 
 これらの取組と併せて、職員の情報セキュリティ教育体制の継続・強化を図り、
『中央区情報セキュリティポリシー』及び『中央区情報セキュリティ実施手順』
に則った情報資産の利用の徹底を促し、これまでに引き続き、全庁的な情報セキ
ュリティ体制の維持・強化に取り組む。 
 

実施に向けての

主な課題 

・全庁的な情報セキュリティ環境等の実態把握 
・ICT 領域の業務継続性の確立のための検討体制確保 
・職員の情報セキュリティ意識の強化 
 

期待される効果 
【区民の視点から】 
・災害発生等障害発生時においても、安定的に行政サービスの提供を受けられる。 
・個人情報の漏洩リスクが低減される。 
 

【職員の視点から】 
・庁内システムの良好なセキュリティ環境が維持され、トラブルへの応急対応に
時間及び手間を取られることが減り、安定的に業務に取り組むことができる。 

目標 
【重大なセキュリティインシデントの発生件数】 
令和３年度：０件 
令和４年度：０件 
令和５年度：０件 
 
【重大なシステム停止の発生件数】 
令和３年度：０件 
令和４年度：０件 
令和５年度：０件 
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スケジュール  令和３年度 令和４年度 令和５年度 

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
体
制

の
維
持
及
び
強
化 

 ・庁内ネットワークシ
ステムの更新に併せた
セキュリティレベルの
確保に係る検討及び取
組実践 
・職員の情報セキュリ
ティ研修の継続実施 
 

・庁内ネットワークシ
ステムの運用状況を踏
まえたセキュリティに
係る取組強化及び修正 
・職員の情報セキュリ
ティ研修の継続実施 

・庁内ネットワークシ
ステムの運用状況を踏
まえたセキュリティに
係る取組強化及び修正 
・職員の情報セキュリ
ティ研修の継続実施 

IC
T

-
B

C
P

の
見
直

し ・全庁的なセキュリテ

ィ体制の実態把握 

・実態を踏まえての 

ICT-BCP に盛り込む

べき内容の検討 

・ICT-BCP の改定検

討及び案作成 

・ICT-BCPの改定及び

全庁周知 
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用語の意味 

 

用語 意味 

【数字】 

５G 

 

 

 

 

【A】 

AI 

 

 

 

AI-OCR 

 

 

 

 

 

【B】 

BPR 

 

 

 

 

【C】 

CIO 

 

 

 

CSIRT 

 

 

 

 

 

 

「第 5 世代移動通信システム」のことで、5th Generation の略

称。４G よりも高速・大容量通信を可能にし、同時接続可能なデ

バイスの数が大幅に増え、通信の低遅延化が実現される。この普

及により、様々なサービスや産業の革新が期待されている。 

 

 

人工知能のことで、Artificial Intelligence の略称。学習・推論・

判断といった人間の知能のもつ機能を備えたコンピューターシス

テムのこと。 

 

OCR（Optical Character Reader（またはRecognition）の略称、

光学文字認識機能）にAI 技術を取り入れたもの。OCRは、紙に書か

れた文字をスキャンしてデジタル化する技術であるが、これに AI 技

術を加えることで、読取精度の向上、非定型の帳票への対応などが可

能となる。 

 

 

業務改革のことで、Business Process Re-engineering の略称。

業務本来の目的に向かって既存の組織や制度を抜本的に見直し、

プロセスの視点で、職務、業務フロー、管理機構、情報システムを

デザインし直すこと。 

 

 

最高情報責任者のことで、Chief Information Officer の略称。所

属している組織の情報化戦略を立案し、これを実行する役割を担

う。 

 

コンピュータセキュリティインシデントが発生した際に、これを

正確に把握・分析し、被害拡大防止、復旧、再発防止等を行うため

の体制のことで、Computer Security Incident Response 

Teamの略称。 

 

 

その他資料 
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【D】 

DX 

 

 

【E】 

EBPM 

 

 

 

【I】 

ICT 

 

 

ICT-BCP 

 

 

 

 

【L】 

LAN 

 

 

 

LGWAN 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【P】 

PDCA サイクル 

 

 

 

 

 

 

Digital Transformation の略称。ICTの浸透が人々の生活をあら

ゆる面でより良い方向に変化させるという意味。 

 

 

Evidence-Based Policy Making の略称。政策の企画を、目的を

明確化した上で、効果の測定に重要な関連性を持つ情報や統計等

のデータを活用し、合理的根拠に基づいて行うこと。 

 

 

情報通信技術のことで、Information and Communication 

Technology の略称。 

 

情報システム部門（ICT 部門）の業務継続計画のこと。BCP は

Business Continuity Plan の略称。当該部門において、災害や事

故を受けても、重要業務をなるべく中断させず、中断してもでき

るだけ早急に復旧させることを目的として策定される。 

 

 

Local Area Network の略称。限られた範囲内にあるコンピュー

タや通信機器、情報機器などを、ケーブルや無線電波などで接続

し、相互にデータ通信できるようにしたネットワークのこと。 

 

総合行政ネットワークのことで、Local Government Wide 

Area Networkの略称。地方公共団体の組織内ネットワーク（庁

内LAN）を相互に接続し、高度情報流通を可能とする通信ネッ

トワークとして整備したもの。地方公共団体相互のコミュニケー

ションの円滑化、情報の共有による情報の高度利用等を図ること

により、各地方公共団体と国の各府省、住民等との間の情報交換

手段の確保のための基盤としている。高度なセキュリティを維持

した、インターネットから切り離された閉域ネットワークであ

る。 

 

 

PDCAとは、Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、

Action（改善）の各業務プロセスの頭文字を取ったもので、プ

ロセスごとに改善を必要とする部分を特定し、適宜見直しを図り

ながら一連の取組を進めるというフレームワークのことである。

一般的には、このサイクルを繰り返し実践し、業務を継続的に改

善していくことを目指す。 
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【Q】 

QRコード 

 

 

 

 

【R】 

RPA 

 

 

 

【S】 

SNS 

 

 

 

Society5.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【W】 

Web 会議システム 

 

 

 

【あ行】 

インターフェース 

 

 

 

 

 

 

 

 

QRとは、Quick Responseの略称。情報を縦と横の2方向に記

録する「二次元コード」であり、大容量データの記録、高速読み

取りが可能。URL情報の記録やキャッシュレス決済のツールとし

て活用されている。 

 

 

Robotic Process Automationの略称。あらかじめ登録された「人

が手動で行っている作業プロセス」を自動実行するシステムのこ

と。 

 

 

登録された利用者同士が交流できるWebサイトの会員制サービス

のことで、Social Networking Serviceの略称。代表的なもの

は、Facebook、Twitter、Instagramなど。 

 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度

に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両

立する、人間中心の社会（Society）のこと。これまでの情報社

会（Society 4.0）では、人がサイバー空間に存在するクラウド

サービス（データベース）にインターネットを経由してアクセス

し、情報やデータを入手してきたが、Society5.0では、フィジ

カル空間のセンサーからの膨大な情報がサイバー空間に集積さ

れ、人工知能（AI）がこれらを解析し、その解析結果がフィジカ

ル空間の人間に様々なかたちでフィードバックされる。 

 

 

遠隔の拠点同士が、インターネットを通じて映像・音声のやり取

りや、資料の共有などを行うことができるコミュニケーションツ

ールのこと。 

 

 

コンピュータで、異なる機器・装置の間を接続して、交信や制御

を可能にする装置やソフトウェアのこと。または、装置と人間と

の接点である、入出力部分のこと。 
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オープンデータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

オープンデータ・バイ・デザ

イン 

 

【か行】 

官民データ 

 

 

 

 

官民データ活用推進基本法 

 

 

 

 

 

カスタマイズ 

 

キャッシュレス決済 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国、地方公共団体及び事業者が保有する官民データのうち、国民

誰もがインターネット等を通じて容易に利用（加工、編集、再配

布等）できるよう、次のいずれの項目にも該当するかたちで公開

されたデータのこと。 

1.営利目的、非営利目的を問わず二次利用可能なルールが適用さ

れたもの 

2.機械判読に適したもの 

3.無償で利用できるもの 

 

オープンデータを前提として情報システムや業務プロセス全体の

企画、整備及び運用を行うこと。 

 

 

地方公共団体が自ら保有するデータ及び国・他の地方公共団体・

事業者が保有するデータのこと。ただし、国の安全を損ない、公

の秩序の維持を妨げ、又は公衆の安全の保護に支障を来すことに

なるおそれがあるものを除く。 

 

平成28年12月14日付けで公布・施行された、国内における官

民データ利活用のための環境を総合的かつ効果的に整備すること

を目的とした法律のこと。国、地方公共団体、事業者の責務を明

らかにするとともに、国及び地方公共団体に対しては官民データ

の活用推進に関する計画の策定を求めている。 

 

既製品の一部を利用者などの希望に合わせて作り変えること。 

 

現金を使わずに支払いを済ませる方法のこと。支払いのタイミン

グによって、前払い、即時払い、後払いの3種類に分類される。

代表的なものとしては、クレジットカード、電子マネー、QRコ

ード決済などがある。 
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クラウド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【さ行】 

自治体情報セキュリティク

ラウド 

 

市町村官民データ活用推進

計画 

 

 

 

 

 

 

セキュリティインシデント 

 

 

【た行】 

地域情報プラットフォーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クラウド・コンピューティングともいう。ネットワーク、特にイ

ンターネットをベースとしたコンピュータ資源の利用形態のこ

と。種類は以下のように分類される。 

・SaaS（Software as a Service）：ネットワークを経由して

ソフトウェアを提供。 

・PaaS（Platform as a Service）：アプリケーションを構築

して稼働させる開発環境（プラットフォーム）を、ネットワーク

経由で提供。 

・HaaS（Hardware as a Service）、IaaS（Infrastructure 

as a Service）：サーバや記憶装置などのインフラ機能をネット

ワーク経由で提供。 

 

 

都道府県と区市町村がWebサーバ等を集約し、監視及びログ分

析・解析をはじめ高度なセキュリティ対策を実施するもの。 

 

官民データ活用推進基本法第９条第３項（『市町村（特別区を含

む。）は、官民データ活用推進基本計画に即し、かつ、都道府県

官民データ活用推進計画を勘案して、当該市町村の区域における

官民データ活用の推進に関する施策についての基本的な計画を定

めるよう努めるものとする。』）に基づき策定される、それぞれ

の区域における官民データ活用の推進に関する施策についての基

本的な計画のこと。 

 

事故や外部からの攻撃など、セキュリティ上の脅威になる事象の

こと。 

 

 

各自治体において、内外問わず様々なシステム間の連携（電子情

報のやり取り等）を可能にするために定めた、各システムが準拠

すべき業務面や技術面のルール（標準仕様）のこと。これを活用

したシステム再構築を行うことで、業務及びそれに関わるシステ

ムの効率化や、マルチベンダー化が期待される。 
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地域情報化アドバイザー 

 

 

 

 

 

 

 

チャットボット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中間標準レイアウト仕様 

 

 

 

 

庁内ネットワークシステム 

 

 

 

デスクトップ仮想化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務省から委嘱を受けた、ICTやデータ活用を通じた地域課題解

決の取組に精通した専門家のこと。地方公共団体等の求めに応じ

て派遣される。地域におけるＩＣＴ利活用に関する助言、提言、

情報提供等の支援を行うことにより、地域におけるＩＣＴ利活用

を促進し、活力と魅力ある地域づくりに寄与するとともに、地域

においてＩＣＴを活用した取組の中核を担える人材を育成するこ

とを目的とする。 

 

「チャット（＝インターネットを利用した、リアルタイムのコミ

ュニケーション）」と「ボット（＝ロボットが語源で、人間に代

わって作業を行う、コンピュータやインターネット関連の自動化

プログラム）」を組み合わせた言葉で、自動会話プログラムのこ

と。人間からの音声やテキストでの質問に対して、自動的に応答

を返す。大きく分けて、事前に作成しておいたデータベースなど

の情報に基づいて回答する「シナリオ型（ルールベース型）」

と、あらかじめ入力したデータやユーザーが利用したことによっ

て集まったデータをAIが解析して最適な回答を行う「AI型」の2

種類がある。 

 

地方公共団体の情報システム更改に際し、既存システムから次期

システムへのデータ移行を円滑に行うため、移行データの項目名

称、データ型、桁数、その他の属性情報等を標準的な形式として

定めた移行ファイル用のレイアウト仕様のこと。 

 

庁内に配置された通信回線、サーバ及びネットワーク機器装置と

これらに接続して使用する端末機及び周辺装置から構成されるネ

ットワークシステムのこと。 

 

サーバ上においたPC環境のデスクトップ画面を、遠隔地にある

接続端末に転送して利用できるようにすること。VDI（Virtual 

Desktop Infrastructure）化とも言う。アプリケーションやデ

ータがサーバ側にあるので一元管理ができ、端末に情報が残らず

セキュリティ強化が図れる、いつでもどこでも同じデスクトップ

環境が利用できるなどの利点がある。 
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テレワーク 

 

 

 

 

 

 

電子区役所 

 

 

 

電子納付 

 

 

 

 

東京共同電子申請・届出サー

ビス 

 

 

 

 

 

【は行】 

パッケージシステム 

 

 

汎用ソフト 

 

 

ぴったりサービス 

 

 

 

 

標準化 

 

 

 

 

「tele = 離れた場所」と「work = 働く」を合わせた造語で、

ICTを活用した、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方のこ

と。被雇用者が行うテレワークとしては、在宅勤務（自宅利用型

テレワーク）、モバイルワーク（顧客先訪問中や移動中など、い

つでもどこでも勤務）、施設利用型テレワーク（サテライトオフ

ィス勤務など）の3種類に大別される。 

 

ICTを行政のあらゆる分野に活用することにより、区民や法人の

事務負担の軽減、利便性の向上、行政事務の簡素化・合理化など

が図られた、効率的な自治体（区役所）のこと 

 

税金や社会保険料、各種手数料などを、電子的な方法により納付

する方法のこと。「インターネットバンキング、ATM等」のチ

ャネルによる方法と「ダイレクト方式（＝官公庁のWebサイトか

ら納付する方式）」の2種類に大別される。 

 

自宅や職場などの身近な場所からインターネットを通じて、東京

都及び東京都内各区市町村に関する行政手続ができるサービスの

こと。東京都内の地方公共団体が相互に協力・連携して、住民サ

ービスの向上と行政の高度化・効率化を図ることを目的として設

置された「東京電子自治体共同運営協議会」により運営されてい

る。 

 

 

既にできあがっているシステム（既製品）のこと。標準的な業務

内容に合わせて作成される。 

 

一定の業種又は業務において汎用的に使用することができる、既

にできあがっているソフトウェア（既製品）のこと。 

 

地方公共団体が提供している行政サービスの検索、申請書・届出

書のオンライン入力及び印刷、オンライン申請・届出をすること

ができるサービスの総称。内閣府番号制度担当室が運営してい

る。 

 

関係する人々の間で利益又は利便が公正に得られるように、仕様

や構造、形式などを統一し、単純化を図る目的で、もの（生産活

動の産出物）及びもの以外（組織、責任権限、システム、方法な

ど）についてルールを定めること。 
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プッシュ型通知 

 

 

ペーパーレス化 

 

 

【ま行】 

マイナポータル 

 

 

 

【わ行】 

ワンストップサービス 

 

 

 

データやコンテンツが利用者の端末に自動的・能動的に配信され

る通知方式のこと。 

 

業務に関わるあらゆる文書を、紙に印刷することなく、電子デー

タで管理するようにし、紙の使用量を削減すること。 

 

 

国が運営するポータルサイトのこと。行政機関などが保有する自

身の情報の確認、自身の情報が行政機関間でどのようにやりとり

されたかの確認、ぴったりサービスの利用などができる。 

 

 

各種行政（場合によっては民間も含む。）サービスを、一カ所あ

るいは１回の手続で提供すること。 
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